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GISを活用した河川計画に反映可能な流木災害 

リスク評価手法の改良に関する研究 報告書 

 

九州大学大学院工学研究院 教授 矢野真一郎 
 

本研究では，GISベースでの流域一貫した流木総合管理を可能にするための流木災害リスク評価モデ

ルを構築することを目的として2つの研究を実行した．まず，平成29年7月九州北部豪雨により過去に

ない規模の流木発生が生じたことから，被災河川流域全体で得られている斜面崩壊に関するデータ類

をGIS上に統一し，実際の斜面崩壊状況を再現するためにロジスティック回帰分析を行った．これによ

り実際の斜面崩壊に近い再現ケースの判明や，今次水害による斜面崩壊に影響を与えた主な要因が何

であるのかを明らかにすることができた．さらに，再現性の高いケースをもとに流木発生量の算出と

実績の流木発生量との比較により本研究で作成したモデルの有効性を確認することができた．次に，

河川上の橋梁における流木災害リスク評価を高精度化するために水理模型実験を試みた．3Dプリンタ

ーで枝付き流木模型を作成して橋梁への集積傾向評価に使用するなど，新しい流木実験へ展開した．  
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１．はじめに 
 

 気象庁「災害をもたらした気象事例」1)には，日

本国内で観測された気象災害がまとめられている．

1945年から2019年に至るまでの豪雨災害を含む気

象災害の事例がまとめられているが，2000年以降は

豪雨災害の頻度が高まっている．また，豪雨災害の

スケールが大きくなり，人的被害・物的被害が大き

いものが近年増加している． 

平成29年7月九州北部豪雨では降水量の大きかっ

た筑後川右岸支川の流域で同時多発的な斜面崩壊

や土石流により大量の土砂や流木が発生・流下した．

福岡県・大分県では死者・行方不明者42名（平成31

年3月現在）が確認され，流木による橋梁の閉塞に

伴い洪水が河道から溢れる等の被害や橋梁の流出，

多数の道路における流水による侵食・崩壊ならびに

土砂・流木による埋没や斜面崩壊による寸断が生じ，

復旧・復興の大きな障害となっている． 

平成30年7月西日本豪雨では西日本に停滞した前

線および台風7号の影響で日本付近に暖かく非常に

湿った空気が供給され続け，九州北部，四国，中国，

近畿，東海，北海道地方の多くの地点で24，48，72

時間降水量が観測史上1位になるなど，広い範囲に

おける長時間の記録的な大雨となった．大雨により

河川では堤防決壊とそれに伴う広範囲にわたる浸

水被害，広島県を中心とした多数の土砂災害発生に

より死者224人，行方不明者8名（平成30年11月6日

現在）と平成に入ってからの豪雨災害としては死者

が初めて200人を上回った． 

さらに令和元年には，8月に前線性豪雨が九州北

部を襲い，8月26日から29日までの期間総降水量が

長崎県の平戸で626.5mm，佐賀県の唐津で533.0mm

と8月の月降水量平年値の2倍を超える大雨を記録

した．特に佐賀県では，大規模な内水被害が発生し，

4名の方が亡くなった(福岡での1名を含む)．また，

同年10月には台風19号により東日本全域で大雨が

降り，約100名の犠牲者が出ている．神奈川県の箱

根では10月10日から13日の期間総降水量が1000mm

を越えるなど，多くの地点で観測史上1位の記録を

塗り替えている． 

昨今の豪雨災害による被害や頻度が大きくなっ

ている背景に地球温暖化の影響があるとみられて

いる．世界の年平均気温は長期的に見て上昇傾向に

あり，気象庁の解析では1891年の統計開始以来100

年あたり0.69℃の割合で上昇している．また日本の

年平均気温は1898年の統計開始以来100年あたり

1.14℃の割合で上昇している．2013年に公表された

IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change)第1

作業部会の第5次評価報告書では「地球の表面では，

最近30年の各10年間はいずれも，1850年以降のどの

10年間よりも高温であり続けた．北半球では，1983

年～2012年は過去1400年において最も高温の30年

間であった可能性が高い（中程度の確信度）」と報

告されており，現在進行形で地球温暖化が進んでい

ることが報告されている．温暖化の進行による気温

の上昇は降水量の増加とその規模を引き上げるこ

とにつながり，近年の豪雨災害の規模，あるいはそ

れ以上の規模の豪雨災害が高い頻度で起こる可能

性が高まると考えられる． 

 将来へ向けて重要となることが予想される豪雨

災害であるが，近年の大規模豪雨災害では流木の問

題が同時に発生していることが多い．土石流，地滑

（共通） 

 



り，山地崩壊から流出する流木は，河道を流下する

際に流下能力が低い構造を持つ橋梁に集積し，ダム

化してせき上げを起こすことで氾濫を助長したり，

大量に集積して洪水時の大きな流体力を受けるこ

とで橋梁を破壊したりするなどの災害を引き起こ

す．これまでにもいくつか豪雨災害での発生事例が

ある． 

例えば，平成24年7月九州北部豪雨では山国川や

矢部川の支流星野川などで流木が橋梁に集積し氾

濫を拡大させた箇所が発生した．その5年後に発生

した平成29年7月九州北部豪雨では約21万m3の流木

が発生しており，国土交通省(2017)2)の解析によると，

渓流単位での流木流出率（単位面積あたりの流木発

生量）は，従来の記録で最大値であった1,000m3/km2

を大きく上回り，最大で 20,000m3/km2を記録した．

このことは，温暖化の進行などに起因して降雨の形

態が変化し，それに伴い斜面崩壊や流木流出がこれ

までに無かった規模へ変化してきていることを端

的に示している．新たなフェーズに入ってきた流木

災害について，可能なハード・ソフト対策の研究が

改めて必要な時期になったと考えられる． 

 歴史的にみると流木の研究は，砂防分野で行われ

てきた土石流により発生する流木の流下機構や砂

防えん堤などでの捕捉工の効果についてのもの，河

川工学分野で行われてきた洪水流により流下する

流木が橋梁へ集積する機構や堤内地へ氾濫した際

に引き起こす住居の破壊機構，ならびに河道内での

運動に関する力学的な機構などについてのものが

多かった．流木発生のプロセスが複雑であることか

ら，予測手法などについては進歩がみられていなか

った．流木災害のリスク評価を行う上で，流木の発

生から流下までのメカニズムは，地形，降水量，河

川勾配など個々の河川流域に固有の条件に応じて

異なることが予想されるが，汎用性のある流域圏全

体での流木リスク評価手法を確立することが将来

的に甚大化するであろう流木災害に対応するため

に有用であると考えられる． 

 本研究では，平成29年九州北部豪雨で発生した数

多くの斜面崩壊と，それに伴う流木発生に着目し，

それらの要因について統計的手法を用いた解析を

実施する．得られた評価モデルにより，降雨や地

形・地質などの情報を総合的に包含した流木発生量

の評価モデルの開発を行う．また，橋梁に流木が集

積する現象に関する水理実験も併せて行い，河道に

おける流木災害リスク評価の高精度化を試みた．こ

れらにより，河川計画において統一的な確率概念を

用いて流木の影響を加味できる方法論を構築する

ことを目指すものである． 

 

２．既往の流木研究について 

 
 流木問題は古くて新しい問題であると考えられ

ている．京都嵐山を流れる桂川の渡月橋，宇治川の

宇治橋などでは，古くから木除杭，または芥留杭と

呼ばれる杭を橋梁の上流側に配置して，流下する流

木が橋梁に直接衝突したり，大量に集積したりする

ことを防ぐ目的で設置されてきた3)．一方，太田

(2012) 4)は，太平洋戦争までは森林の樹木を燃料とし

て使っており，山地には“はげ山”が多かったため，

現在ほど流木の発生は多くはなかったという見解

を示している．スギやヒノキの針葉樹の人工林が成

長しきった状態になっているのは，現代特有の状況

であると説明している． 

 いずれにしても，最近多発している大規模豪雨災

害においては，大量の流木が流出している事例が多

い．例えば，平成24年7月九州北部豪雨では，山国

川，花月川(筑後川水系)，玉来川(大野川水系)，合志

川(菊池川水系)，白川などで流木による被害が発生

した5)．平成28年の台風10号では岩手県を流れる2級

河川小本川において流木災害が発生し，グループホ

ームで高齢者の被害者が多く出た6)．平成29年7月九

州北部豪雨では，過去最大の渓流面積あたりの流木

流出量を記録し，筑後川中流域右岸側の支川におい

て甚大な流木災害を発生した7,8)．平成30年7月の西

日本豪雨では，広島県の太田川水系三條川などで流

木に伴う橋梁被害が発生している9)．さらに，令和

元年台風19号では，宮城県丸森町を流れる阿武隈川

水系の内川・五福谷川・新川の流域で大規模な斜面

崩壊が多発し，大量の流木と土砂が下流の集落を埋

め尽くした10)．このように，今後も起こり続けるだ

ろう大規模豪雨や強大な台風における流木災害に

ついては，防災・減災に向けた対策が急がれる． 

 これまでに実施されてきた流木に関する研究は，

大まかに以下のように分類できる． 

（1）流木の発生機構に関する研究 

（2）土石流で流出した流木の対策工に関する研究 

（3）河川に流出した流木の橋梁や捕捉工への集積

機構に関する研究 

（4）河川や堤内地に流出した流木の堆積・拡散機

構に関する研究 

（5）海域まで流出した流木の堆積・拡散機構に関

する研究 

（6）河川流域を対象とした流木流出量の推定方法

に関する研究 

（7）その他 

などとなる．ここでは，紙幅の関係から本研究に関

連する(3)と(6)についてのみ示す．その他について

は報告書原文(様式3-2)に示している． 

 まず（3）については，足立・大同(1957) 11)による

先駆的な研究がある．昭和28年西日本水害における

九州の橋梁被害を受けて，実験水路を用いた流木投

下実験を行い橋脚への捕捉と橋脚間の断面への集

積・閉塞状況を調べている．また，米元(1961) 12)も

実験水路で橋梁への集積を調べた．水位が桁下に到

達していない場合と到達している場合の比較も行

った．奥澤(1998) 13)は米元と同様な実験を行い，流

木長Lと橋梁の径間長Sの比L/Sに対する流木集積率

の関係を調べた．松本ら(2001) 14)は，米元や奥澤の

結果を踏まえて，流木を塊として投入した場合の集

積状況を実験した．L/S=0.8を境に現象が変化するこ



とを示した．坂野(2003) 15)は，幅2mの大型水路で実

験を行った．長谷川ら(2015) 16)は，山地河川を対象

とするために高フルード数条件下で実験を行った．

山上・岡本(2016) 17)は，丸太状の流木に重心の偏り

がある場合の力学特性を実験的に調べている．加え

て，橋梁への集積についても偏心流木模型により実

験した．赤堀(2018) 18)は，PIVとPTVを併用した最新

のシステムで流木の橋梁集積の物理機構を実験し

ている．なお，各論文の実験条件は後述する第4章

の表-2に示す． 

 加えて，数値モデルによる検証も精力的に行われ

ている．清水ら(2006) 19)は個別要素法による平面2

次元モデルによりラグランジュ的に流木の運動を

計算し，橋梁橋脚への集積を解析した．清水・長田

(2007) 20)は，同じ個別要素法を用いた平面2次元モデ

ルで枝付きの流木についての検討を行い，枝付きの

場合は集積が顕著になることを示した．香月ら

(2013) 21)は，3次元個別要素法モデルを用いて，狭い

河川にかかる小橋梁に集積する流木の様子を解析

した．対象とした橋梁は，平成22年に広島県庄原市

で発生した土石流で被災したコンクリート3面張り

の台形断面をもつ小河川にかかる2つの連続した橋

梁である．流木は長さに分布を与えて複数流してい

る．また，流木に根がついたものとついていないも

の，ならびに根の長さを変えたものをそれぞれ計算

している．根付きで，根の長さが長いものほど閉塞

がおこりやすいことを示した．木村(2019) 22)は，流

れを3次元モデルで計算し，流木について球体を直

列配置して結合した表現を用いた3次元的挙動を再

現できるモデルを用いた．流木リチャードソン数を

定義し，捕捉率などとの関係を調べている． 

次に(6)については，Schmocker and Weitbrecht 

(2013) 23)が，いくつかの経験則を用いて2005年のス

イスの河川における洪水時の流木量を推定してい

る．一方，牧ら(2007) 24)は，全国のダムで回収され

た流木量を調べ，関連が予想される因子との重回帰

分析をおこなった．しかし，明確な相関関係は得ら

れていなかった．田中ら(2008) 25)は，流木のエネル

ギーとしての利用の観点から過去に回収された流

木量調査を行い，植生や河川特性と流木回収量との

関係性を因子分析した．その結果，河床勾配が重要

な要素であることを示した．助川・小森(2017) 26)は，

全国のダムでの流木流出量を調査し，牧ら(2007) 24)

と同様な統計解析を詳細に行った．結果，森林面積

と再現期間1/5の日降水量との関係が強いことを明

らかにした． 

一方，矢野ら(2016) 27)は平成24年九州北部豪雨で

流木災害が発生した筑後川水系花月川流域を対象

として，流木災害リスク評価を行った．その際，河

川の各地点で流出しうる可能最大流木量を流木発

生ポテンシャルと定義し，その評価法を提案した．

そこでは，斜面崩壊に起因する流木を対象とし，斜

面の地形，河道と斜面との位置関係，森林の樹種な

どの情報からGIS上で推定する手法を用いている．

ここでは，流木発生ポテンシャルから河道上の橋梁

についてのリスクを評価し，その大きさの順位付け

を可能にしたものである．矢野ら(2007) 28)は，上述

のモデルを山国川流域に適用し，砂防ダムや貯水ダ

ムが流木災害リスクの低減にどの程度寄与するの

かを評価した．堂薗ら(2017) 29)は，球磨川流域を対

象にLPデータから流木発生ポテンシャル評価を高

精度に算出する手法を開発した．さらに矢野ら

(2018) 30)は，花月川を対象にして斜面崩壊が起こる

危険度を改良H-SLIDER法を適用することで，降雨

と地質情報も加味したモデルへ改良し，気候変動に

よる降雨パターンの変化が流木発生量へ与える影

響を初めて評価した．また，津末ら(2018) 31)は同じ

く花月川を対象に，流木災害リスクの大きい橋梁に

流木が集積することでせき上げが発生し，それに伴

い氾濫が発生することを想定した被害額の算出を

行った．また，平成24年九州北部豪雨で流木が集積

し氾濫を発生させた橋梁の改修について，費用対効

果を計算している．竹村ら(2018) 32)は，歴史的な石

橋が多い矢部川水系星野川において，流木災害リス

クを評価した．その際，石橋に特有の桁下のアーチ

構造に着目し，水理実験から通常の桁橋に比べ流木

捕捉率が上昇する効果を評価し，リスク評価に組み

込んでいる．一方，矢野ら(2018) 33)は，平成29年九

州北部で流木災害が多発したことを踏まえ，各被災

河川の流木発生量への影響分析を統計解析し，斜面

傾斜角・3時間雨量・6時間雨量が重要なパラメータ

であったことを示した．竹村ら(2019) 34)は平成24年

九州北部豪雨で被災した白川流域を対象として流

木災害リスクを評価し，加えて平成28年に発生した

熊本地震による斜面崩壊についても分析し，本来豪

雨では発生源とならない斜面が地震により崩壊し

て流木の発生限となった割合を評価した． 

 

３．流域一貫した流木災害リスク評価モデルにつ

いて 

 

(1) 平成29年7月九州北部豪雨における被災状況に

ついて 

福岡県から大分県にかけて平成29年7月5日から6

日までに観測史上最も多い記録的な雨量を観測し，

福岡県筑後北部から大分県北西部では「線状降水帯」

が形成された．このため線状降水帯が形成された筑

後川右岸域を中心に長時間強い雨が降り続けた．九

州北部の3水系（遠賀川，筑後川，山国川）では氾

濫危険水位を超える洪水が発生し，3観測所で観測

史上最高水位を更新した． 

線状降水帯が形成された筑後川右岸流域では朝

倉雨量観測所，角枝雨量観測所においては平成24年

7月3日出水及び，平成24年7月14日出水（いわゆる

平成24年7月九州北部豪雨）を上回る雨量を記録し

た．24時間雨量は北小路公民館雨量観測所894mm，

鶴河内雨量観測所で638mm，朝倉雨量観測所で

608mmを記録した．筑後川右岸流域では7月5～7日

の累加雨量で，平成24年7月九州北部豪雨時の

1.2~4.8倍もの雨量を記録した．さらに，24時間雨量



だけでなく3，6，12時間雨量も大きな値を記録して

いる． 

今次水害における死者・行方不明者および家屋被

害が集中しており，死者・行方不明者が42名（平成

31年3月31日現在）に対して，赤谷川では死者・行

方不明者が22名と最も大きな被害を受けた．また，

桂川では堤防が3箇所で決壊し浸水面積が1,106haに

達した．桂川上流，疣目川，黒川，奈良ヶ谷川，寒

水川，白木谷川，赤谷川などの狭い谷底平野を形成

する中小河川では山腹・土砂崩壊による被害だけで

はなく，土砂や流木による河道の埋塞や橋梁の閉塞

により被害の拡大がみられた． 

29年豪雨による水害の大きな特徴の一つが大量

の流木が発生し，谷底平野を流れる中小河川に土石

流と一緒に流れて，被害を拡大させたことであった．

河道を流下した流木は，比較的小さい橋梁に集積し，

ダム化することで水の流下を阻害し，土砂の堆積を

促進させ，橋梁下断面を閉塞した．それにより，橋

梁そのものが埋没したり，破壊されたりしたものが

多数見られた．また，流下できなくなった土砂と流

木を含む洪水が河川からあふれ出て，周辺の道路や

宅地・田畑に流入し，家屋などを破壊したり，土砂

で埋没させたり，最悪の場合には流失させたりした． 

この水害においては，線状降水帯が6～9時間程度

停滞し長時間にわたり強い降雨が発生したために，

同時多発的に斜面崩壊が発生した．そのため斜面上

の森林から立木が流木化して流下した．赤谷川・白

木谷川・寒水（そうず）川・北川・奈良ヶ谷（なら

がや）川の5河川が特に流木流出が特に顕著であっ

た．また，桂川上流域や支川の妙見川，ならびに佐

田川支川の黒川の流域でも崩壊が顕著であった． 

流木の発生源としては，山林・渓畔林・河畔林・

その他に分類されていたが，山林が大半を占めてい

た．国土交通省の報告2)によると一連の豪雨により

発生した流木量は約21万m3と推定されている．一般

的な土石流災害における発生流木量との比較を行

った結果，過去の災害では渓流単位で見た場合の単

位面積あたりの発生流木量は概ね1,000m3/km2以下

であったが，今回の災害では288渓流中，約半数の

134渓流で1,000m3/km2を超えて流木が発生し，また

赤谷川では，その約20倍近くに達するなど過去最大

級の流木災害であった． 

 

(2) 研究方法 

本研究では図-1に示す福岡県朝倉市と東峰村に

流れる筑後川中流域右岸側支川河川流域を対象と

する．すなわち，赤谷川（大山川，乙石川を含む），

寒水川，白木谷川，北川，奈良ヶ谷川，妙見川（桂

川支川），桂川上流（本川上流域），黒川（佐田川支

川），疣目川（佐田川支川）大肥川上流（本川上流

域のみ．宝珠山川を含む）を対象とした．小石原川

と花月川，大肥川支流の鶴河内川に関しては，流木

発生が少ないため除外した．また，佐田川本川につ

いては寺内ダムの流木捕捉により被害が小さいこ

とや流域面積が大きいこと，流入支川が多いことを 

 
図-1  対象河川流域 

 
表-1  素因・誘因の組み合わせの例 

 
 

考慮し除外した． 

本研究では斜面崩壊に寄与すると考えられる

様々な要因から斜面崩壊発生面積を算出可能とす

るモデルの開発にロジスティック回帰分析を用い

ることとした． 

ロジスティック回帰分析は多変数解析の一種で，

Truett et al.(1967) 35)が心疾患のリスク研究から開発

した統計理論による二項分布型の確率モデルであ

る．二項分布をロジスティックモデルに結合し，0

から1までの連続的な関数として成立させた後で，

ロジスティック曲線を重回帰式で解くことにより

モデルが構築されている．現象発生に関わるとみら

れる観測データや土地利用などの情報を量的変

数・質的変数（説明変数）として取り入れてから，

与えられた条件の下で二値変数（目的変数）が用い

た説明変数でどれくらい説明できるのかを定量的

に分析する． 

斜面崩壊に寄与する要因の組み合わせでは，斜面

崩壊が発生する場所の条件となる「素因」，ならび

に斜面崩壊が発生するきっかけとなる「誘因」に分

離している．素因には，地形や地質，地質構造，傾

斜などの情報として傾斜角，断面曲率，地質（火山

性地層，変成岩，深成岩），累積流量，土壌被覆（草

地，落葉広葉樹，常緑広葉樹，常緑針葉樹，裸地，

草地＋裸地）を設定した．一方，誘因には，斜面崩

壊発生時の1時間雨量，3時間雨量，6時間雨量，12

時間雨量，24時間雨量を設定した．素因・要因の組

み合わせについて今回は38ケースを設定している．

それらの一例を表-1に示す． 

各素因・誘因については以下のようなデータを使

用した．傾斜角・断面曲率・累積流量は国土地理院

発行の標高データ(10mメッシュ)から，使用したGIS  

 

case17 case18 case19 case20 case21 case22 case23 case24
傾斜角 incl 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
断面曲率 scuv 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

火山性 geo2 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
深成岩 geo3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
変成岩 geo4 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

累積流量 kasen 〇 〇
草地 grass 〇 〇 〇 〇 〇 〇
落葉広葉樹 dbf 〇 〇 〇 〇 〇 〇
常緑広葉樹 ebf 〇 〇 〇 〇 〇 〇
常緑針葉樹 enf 〇 〇 〇 〇 〇 〇
裸地 land 〇 〇 〇 〇 〇 〇
草地+裸地 kasen2
1hr rain1H 〇 〇 〇 〇
3hr rain3H 〇 〇 〇 〇
6hr rain6H 〇 〇 〇 〇
12hr rain12H 〇 〇 〇
24hr rain24H 〇 〇 〇

素因

地質

土壌被覆

誘因 雨量



 
図-2  24時間累積雨量分布 

 

 
図-3  斜面崩壊地の分布 

 

(ArcGIS, ESRI社製)の機能を用いて計算した．地質

は国土交通省国土政策局国土情報課で提供されて

いる表層地質図のGISデータから作成した．土壌被

覆は宇宙航空研究開発機構 (JAXA) 地球観測研究

センター (EORC)が提供するALOS/AVNIR-2高解像

度土地利用土地被覆図(バージョン18.03)を用いた．

雨量データは国土交通省が公表している250mメッ

シュのC-X合成雨量データを用いた．雨量データは

2017/07/05/00：00～23：59までの24時間分で，1分刻

みのデータが存在する．このデータから1時間，3時

間，6時間，12時間，24時間の5種類で時間最大雨量

を算出した．一例として，図-2に24時間最大雨量の

分布図を示す． 

流木の発生源となる斜面崩壊箇所については以

下のように取り扱った．公開されている国土地理院

の崩壊箇所データは崩壊箇所をすべて網羅できて

いないため，国土交通省公開の崩壊箇所データを補

完的に使用した．ただし国土地理院の崩壊箇所デー

タは崩壊地と堆積地が分離できていないため，国土

交通省九州地方整備局より入手した今次水害にお

ける崩壊地と堆積地の分類図を参照して国土地理

院の崩壊箇所データで使用する部分を選定した． 

選定方法は国土地理院の崩壊箇所データと今次

水害の崩壊地のデータが重複する部分をGISで表示

し，重複箇所のみを残した．得られたデータは山

林・河畔林・渓畔林の区別がついていないものであ

ったため，流木発生量の大部分が山林から発生した

ことを根拠としてこのデータを山林の崩壊データ

として扱うことにした．そのため，このデータに対

して国土交通省の崩壊箇所データから山林に関す

る崩壊箇所データと重複した部分についてすべて

取り除いた．その後，国土交通省の山林・河畔林・

渓畔林・その他林を作成した崩壊箇所データと連結

させる．これにより完成した崩壊箇所データを本研

究では流木発生源として用いることとした．図-3に

作成された流木発生源となる斜面崩壊地分布を示

す． 

これらのデータを30mメッシュ上に配分し分析を

行う．各メッシュに崩壊箇所が含まれる崩壊メッシ

ュ数が3,659個，含まれない非崩壊メッシュ数が

209,257個であった．解析する際は崩壊メッシュ数

3,659個と同数の非崩壊メッシュ数をランダムサン

プリングで抽出した．ランダムサンプリングによる

バイアスを除去するために，20回のサンプリング計

算を実施した． 

 

(3) 評価結果 

最も再現性の高いデータとして判定したところ，

case24と判定された．case24における渓流単位の予

測崩壊地面積率を渓流面積に乗じて，渓流内の崩壊

面積を求めた．これから流木発生量の算出を行った．

同時に実績の流木発生量の算出を国のデータから 

 

 
図-4  渓流毎の斜面崩壊面積割合の分布(実績) 

 

 
図-5  渓流毎の斜面崩壊面積割合の分布(モデル) 



 
図-6  斜面崩壊地の分布 

 

行い，両者の結果を比較した．図-4と5に崩壊面積

率の分布を実績値と本モデルによる評価値から求

めたものをそれぞれ示す．両者の一致度が高いこと

が確認できる．さらに，河川毎に流木発生量を求め

た．図-6に実績値との比較を示す．対象河川の大半

が±20%範囲で説明できる傾向にあり，モデルの有効

性が確認できた． 

今回，平成29年九州北部豪雨被災地のデータを有

効活用し，素因・誘因から斜面崩壊の傾向を表現で

きるモデルの開発をロジスティックモデルで構築

できた．これより発生流木量も的確に表現できるこ

とが分かった．このようなモデルにより降雨規模に

応じた流木発生量の評価が可能になったことから，

気候変動の影響により降雨量が変化した場合や空

間的な降雨パターンが変化した場合に対応した流

木発生量への影響評価も可能になる． 

なお，各説明変数に対する回帰係数についてベス

トケースであるCase24をみると，雨量について負値

が得られているものがあった．このことは物理的に

は理解しにくい点であり，今後さらにケースを増や

した検討と，雨量データの使用方法に関する検討が

必要であると考えられる．加えて，必ずしも雨量と

して各累積雨量が与えられない場合でも評価可能

にすることも必要である．よって，例えば3時間雨

量のみで評価できるようなモデルも，データに不足

がある場合の副次的なモデルとして採用していく

ことも必要であろう． 

また，河川計画における計画規模に応じた降雨規

模を用いることで，計画流木発生量を対応させるこ

とが可能になったと言える．このことから，河川計

画上のL1・L2規模に応じて流木発生量も議論するこ

とが可能になり，流木の影響を加味した河川計画の

策定が可能になったと言える．今後は，本モデルが

他流域（平成30年西日本豪雨被災地とR1年台風19

号被災地(宮城県丸森町)を想定）で適用可能かを検

証し，より汎用性のある評価モデルへと改良するこ

とが求められる．また，L1・L2流木災害を評価する

ための基準とそれに応じた災害リスク評価，ならび

にそれらへの対応策の検討を行うことが求められ

る． 

 

４．水理模型実験について 

 
(1) 目的 

 規模の大きな豪雨災害では斜面崩壊や河畔林の

浸食に伴う流木の発生が見られる．それらは河道を

流下する際に橋梁に捕捉され集積し，ダム化してせ

き上げを起こすことで氾濫を助長したり，大量に集

積して洪水時の大きな流体力を受けたりすること

で橋梁を破壊するなど被害拡大の一因となってい

る．矢野ら(2016) 27)は，流木が橋梁へ捕捉される現

象に関して橋梁へ流入する全流木量に対する橋梁

で捕捉された流木量の比として流木捕捉率iを定義

し，iは最小の橋脚間スパン長Siに対する想定され

る流木長Lwの比率が捕捉現象について支配的な要

因となると仮定し，次式で評価した． 

 

                      i =Lw/Si×(1/k)            (1) 

 

ここで，k：橋梁における流木の集積しにくさを表

す定数である．kは水理条件や流木の形状，橋梁の

構造，桁下余裕高等によって変化すると考えられる

ため，その設定には様々な条件で水理実験を行い，

系統的に分析する必要がある．竹村ら(2018) 32)では

常流の条件で石橋（アーチ型橋梁）を対象にkの算

出を試みたものがあるものの，他の条件下でのkに

関する統一的な知見はない．また，第2章でレビュ

ーした論文から橋梁へ流木集積に関する水理実験

は多く実施されているが，表-2に示すようにフルー

ド数Frの範囲が，小さいもの(常流域)と非常に大き

いもの(山地河川を対象)に分かれていた．河川中流

域より下流で洪水時状況を想定すると，Fr＝1前後

のデータの充実が必要であることが分かる． 

また，流木に関する水理実験全般に目を向けると，

その研究対象は流下時の流木の挙動や効果的な流

木捕捉工の検討など多岐にわたるが，流木模型に円

柱状の木材を使用しているものがほとんどである．

流木の形状を考慮した実験は，流木捕捉工に関して

根付きを考慮した渋谷ら(2011) 36)による捕捉工を対

象とした実験など限定的で，特に橋梁への流木捕捉

に関しては見受けられない．しかしながら，実際の

災害では丸太のような円柱状の流木だけではなく，

枝葉や根が付着したまま流下したとみられる流木

も災害後の現地調査では見受けられるため，流木形

状を考慮した水理実験の充実も必要と考えられる． 

以上の研究背景を踏まえ，本研究ではまず桁橋を 

  
表-2  橋梁流木捕捉の水理実験における条件設定 

 

Paper Fr L/S

足立・大同(1957) 0.29, 0.39 0.3, 0.4, 0.5
米元(1961) 0.43, 0.51 0.22, 0.33, 0.43, 0.58, 0.67, 0.92, 1.19
奥澤(1998) ND 0.3～1.21(7ケース)
松本ら(2001) 0.27, 0.39, 0.46 0.5～1.1（8ケース）
坂野(2003) ND 0.21～1.24(10ケース）
長谷川ら(2015) 2.07～3.09（5ケース） 1.07, 1.25, 1.43, 2.14
山上・岡本(2016) 0.23, 0.558 2.0
赤堀(2018) 0.19, 0.38 0.83, 1.0, 1.25

水理実験によるもの



 
図-7  枝付き流木模型 

 

対象としてFr>1の射流域の流木捕捉実験を行うた

めに既設実験水路を改良することを試みた．また，

改良した水路を用いて式(1)のkに関する知見を得る

ことを試みる．さらに，3Dプリンターを用いて枝が

残っている状態の流木模型を作成し，枝の有無によ

る流木捕捉傾向を比較することを試行的に試みる． 

 

(2) 実験内容 

 まず実験１として，フルード数Frによる式(1)にお

けるkへの影響を評価した．次に実験2として，流木

模型に3Dプリンター（ダヴィンチsuper，xyzプリン

ティング社製）で印刷されたPLA(polylactic acid: 糖

含有植物由来のポリ乳酸樹脂組成物)製模型を導入

し，従来の木製流木模型との違いを検討した．最後

に実験3として，PLA製流木模型の枝の有無による流

木捕捉率iの違いを検討した．なお円柱状の流木模

型の直径は，木製・PLA製ともに8mmであり，比重

はスギ・ヒノキなどの針葉樹を想定して0.7としてい

る．  

実験1ではFr=1.19，1.23，1.30，1.36とし，流木長

Lw =11.0cm，16.5cm，22.0cm，27.5cm（Lw/S=0.5，0.75，

1.0，1.25）の4種類の木製円柱状流木模型各100本を

用いた．投入方法は上流端から3秒間隔で1本ずつ入

れる単独投入と10本ずつまとめて投入する集団投

入を行った．それぞれ100本投入終了後に橋梁で捕

捉された本数を記録した．実験試行回数は単独・集

団投入ともに流木長が最大の，捕捉のされやすさを

考慮し捕捉率の変化幅が大きくなるLw=27.5cmでは

8回の試行を，以下Lw =22.0cmで4回，他の2種類では

2回ずつとした．以上より，得られた流木捕捉率i

と流木長スパン長比Lw/Sを用いて式(1)のkを算出し

た． 

実験2では，実験1と同じ値の4つのFrに対して流

木長をLw=27.5cmのみにして，木製円柱状流木模型

と3Dプリンターで印刷されたPLA製円柱状流木模

型を各30本用いた．単独投入，集団投入それぞれ30

本投入後に橋梁で捕捉された本数を記録した．試行

回数は全ケース4回とした． 

実験3では，実験2と同じFrと流木長の条件で，3D

プリンターで印刷されたPLA素材の円柱状流木模型

と枝付き流木模型（図-7）を各30本用いて実験2と

同じ方法で投下した．枝付き流木模型のデザインに

ついては，枝部分の諸元は齊藤・川崎(2011) 37)，な

らびに戎ら(2015) 38)を参考に分枝角度90°，枝長 

 
図-8 枝なし木製流木による実験結果：Fr数とｋの関係 

 
図-9 枝なし木製流木とPLA製流木によるiの実験結果の 

比較（集団投入の場合） 

 

2.75cmとしたが，枝径に関しては知見がなかったた

め暫定的に4mmとしている． 

 

(3) 実験結果 

まず実験１として，フルード数Frと式(1)における

kとの関係についてまとめたものを図-8に示す．桁

橋について，射流（Fr=1.19~1.36）条件下では，k=20

以下に多く分布していた．しかし，kのばらつきが

大きく，一定値に収束していなかった．またFrとk

について一義的な関係性を見出すことはできない

が，矢野ら(2018) 30)で用いてきたk=10は近似値とし

ては良好な値であることが確認できた． 

次に図-9に実験2で得られたLw/S=1.25の場合のフ

ルード数Frと流木捕捉率iの関係を流木の集団投入

の場合についてそれぞれ示す．単独投入（図は省略）

においてはPLA製に比べて木製の捕捉率が高くなる

傾向が示された．これは，材質による弾性などの異

なるためである可能性がある．一方で，集団投入条

件では両者の差は縮まっており，材質の違いは小さ

くなった．これらについては，3Dプリンターで利用

できるフィラメントの材質を複数揃えた実験など

を追加して，比較検討する必要がある．また，実際

の河川における橋梁の橋脚（多くはコンクリート製）

と流木となっている樹木との力学的関係と水理模

型実験で用いる橋脚模型と流木模型との間の関係

に対してどのような相似則が必要となるのかの検

討も必要であると考えられることから，今後の課題

として検証していく必要がある． 

図-10に実験3で得られたLw/S =1.25の場合のフル

ード数と流木捕捉率iの関係を流木の集団投入の場

合についてそれぞれ示す．これらより，単独投入（図

は省略），集団投入の両方において，枝付き流木の

方が枝なしと比べて高い捕捉率，すなわち低いk値 
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図-10 枝なしPLA製流木と枝付きPLA製流木によるiの実 

験結果の比較（集団投入の場合） 

 

が示されていることが分かる．また，枝なし流木は

単独投入と集団投入の間での差異が小さいが，枝付

き流木はではその差が非常に大きいことも分かる． 

今回の実験では，試行的に枝付き流木模型をデザ

インし単純化している．この模型が実際に枝の付い

た状態での流木の挙動を再現できているのかは検

討の余地がある．また今後，実際の立木の3次元デ

ータから流木模型を作成するなどのより現実的な

枝付き流木模型の設計を行うこと，ならびに根付き

の流木模型についての検討も行う必要があると考

えられる．今回の3Dプリンターでの流木模型作成は

3次元データの設計さえできれば精密な造形が可能

になることから，今後も有用な流木模型作成のツー

ルとして活用できると考えられる． 

 

５．結論 

 
 本研究では，GISベースでの流域一貫した流木総

合管理を可能にするための流木災害リスク評価モ

デルを構築すること，さらに，得られたモデルによ

り河川整備計画においてL1流木災害リスクを考慮

したハード整備とL2リスクに対するソフト対策を

加味できるようなベースモデルとなることを目的

として実行した． 

ここでは，平成29年7月九州北部豪雨により過去

にない規模の流木発生が生じたことから，被災河川

流域全体で得られている斜面崩壊に関するデータ

類をGIS上に統一し，斜面崩壊の発生に寄与すると

考えられる要因をできるだけ多く抽出し，38パター

ンという数多くの組み合わせにより実際の斜面崩

壊状況を再現するためにロジスティック回帰分析

を行った．得られた38種のモデルからベストモデル

を実際の斜面崩壊との比較から選択した． 

これにより実際の斜面崩壊に近いモデルでの再

現や，今次水害による斜面崩壊に影響を与えた主な

要因が何であるのかを明らかにすることなどがで

きた．さらに，再現性の高いケースをもとに流木発

生量の算出を行い，実績の流木発生量との比較によ

り本研究で作成したモデルの有効性を確認するこ

とができた． 

加えて，河川上の橋梁における流木災害リスク評

価を高精度化するために，水理模型実験を試みた．

その際，既往研究であまり検討されていないが，実

際の水害において発生が見込まれる水理条件とし

てフルード数1程度の流れ場を対象として桁橋への

流木集積傾向の評価を行った．加えて，3Dプリンタ

ーを用いて単純な丸太形状の流木模型に加えて，枝

を模擬した枝付き流木模型を作成し，橋梁への集積

傾向の評価に使用した． 

一方で，斜面崩壊発生確率を斜面崩壊地面積率へ

変換させる単回帰式を求める上でのデータの集計

方法の問題，最も高い再現性を研究対象全体から選

ぶべきか河川毎に細かく選んでいくべきかの選択

基準の問題，ならびにベストモデル選定で用いた決

定係数や相関係数の差が小さいため統計的に有意

な選択ができているのか判別しにくい問題，などモ

デル化にあたり多くの問題点も見出された．本モデ

ルは業務でよく利用されているGISソフト，フリー

の統計ソフト，国土地理院やJAXAなどの公的機関

から無料で公開された土地情報などを組み込むこ

とで斜面崩壊発生確率や予測崩壊地面積率，流木発

生量などの災害情報を算出でき，自治体などでの活

用が期待できるものと考えられる．また，統計的に

斜面崩壊や流木発生の条件を解析することでこれ

まで以上に正確な流木発生量の予測につながると

考えられる．またさらに，将来の地球温暖化を踏ま

えた降水に対応しての予測もできると考えられる．

将来性のあるこのモデルに対して，本研究で挙げら

れる多くの問題点を解決していくことが必要であ

る． 

これらの実験結果は，まだ試行的な側面が強く，

完全な結論までには至っていないが，いくつか重要

な結果を得ている．例えば，枝付きである場合には

枝なしに比べて流木が集積しやすい傾向にあるこ

と，単独投入に比べて集団投入した方が集積しやす

いことなど，既往研究で明らかにされてきたことの

再確認だけでなく，流木模型の材質により集積傾向

が異なっていることなどこれまでの流木に関する

水理実験を考察する上で，根本的な見直しにつなが

る可能性を示唆する内容もあった． 

以上より，当初の目的であったGISベースでの流

域一貫した流木災害リスク評価モデルのベースモ

デルとなる第一段階のモデルを構築することは十

分に達成された．さらに，河川計画においてハード

整備やソフト対策を検討できるようなベースモデ

ルとなるモデルをイメージして開発できたと考え

られる．開発された流木リスク評価モデルを用いる

ことで，流木災害への多重防御となる防災・減災効

果を評価することができるようになると期待され

る．さらに，流木流出量を河川の洪水頻度と同様の

確率表示できるようなモデル構成になっているこ

とから，河川と流木（と土砂）について統一した確

率指標に基づく治水計画を可能にすることができ

るようになると期待される． 
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頂いた．また，対象河川を管理する国土交通省九州

地方整備局筑後川河川事務所，ならびに福岡県県土

整備部と流域内の森林を管理する福岡県には種々
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